
１. 自　　　然

平均・最高・最低気温（平成20年）
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帯広市の位置
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　帯広市と緯度をほぼ同じくする世界の都市は、ヨーロッパではブルガリアのソフィア・
イタリアのローマ、アメリカではデトロイト・ボストン・バッファローです。
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２．人　　　　　　　　口

＜男＞ ＜女＞

平成１７年１０月１日　８１，９０６人 平成１７年１０月１日　８８，６７４人
（平均年齢　４１．７歳） （平均年齢 ４３．９歳）

（平均年齢　４２．８歳）

＜男＞ ＜女＞

平成１２年１０月１日　８３，７０５人 平成１２年１０月１日　８９，３２５人
（平均年齢　３９．３歳） （平均年齢 ４１．１歳）

（平均年齢　４０．２歳）
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国勢調査（指定統計第１号）

概　　　　要 　大正９年以来およそ５年毎に実施されていて、日本に住む

すべての人（一部外国人を除く）を対象とし、人口、世帯数、

人口構成（年齢別、配偶関係、産業別、職業別等）を明らか

にするもの。

　１．調査期日 平成１７年１０月１日午前０時現在

　２．調査人口 　調査の時期に、調査の地域の住居に３カ月以上にわたって

住んでいるか、又は住むことになっている人を、それぞれの住

んでいる場所で調査した人口。（これを「常住人口」という。）

　３．所管省庁 総務省統計局



３．事　　業　　所

産業大分類別事業所数・従業者数（平成１８年）
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事業所・企業統計調査（指定統計第２号）

概　　　要 … 農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業、外国公務に
　　属する事業所を除く、すべての事業所・企業を対象として事業の種類や
　　従業者数などを調査し、事業所の地域別、産業別、従業者規模別など
　　の分布を明かにするもの。
　　 昭和２２年から３年ごとに調査し、昭和５６年以降は５年ごとに実
　　施される。
　 ただし、中間年には簡易調査（民営事業所のみ）が実施されて
　　おり、平成１１年、平成１６年の調査がこれにあたる。

１．調査期日 平成１８年１０月１日

２．調査の対象 　調査日現在、国内に所在するすべての事業所。
　ただし、次の事業所は調査対象外とした。
（１）日本標準産業分類（平成14年3月7日総務省告示第139
　号）の「大分類Ａ－農業」、「大分類Ｂ－林業」及び「大分類
　Ｃ－漁業」に属する個人経営の事業所
（２）同日本標準産業分類の「中分類８３　その他の生活関連
　サービス業（小分類８３２　家事サービス業に限る）」
　及び「中分類９４－外国公務」に属する事業所

３．事業所 　事業所とは、経済活動の場所ごとの単位であって、原則と
して次の要件を備えているものをいう。
①　経済活動が、単一の経営主体のもとで一定の場所（一
　区画）を占めて行われていること。
②　物の生産、サービスの提供が、従業者と設備を有して、
　継続的に行われていること。

派遣・下請従業者のみの事業所
　平成１３年調査より、当該事業所に所属する従業者が１人
もいなく、他の会社など別経営の事業所から派遣されている
人のみで事業活動が行われている事業所も当該事業所とし
ている。

４．産業分類 日本標準産業分類（平成14年3月7日総務省告示第139号)
による。

５．所管省庁 総務省統計局



４．農　　　　　　　　　業

一戸当りの耕地面積と農家数の推移（農林業センサス）
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　　５．工　　　　　　　　　業

　　　　　　　　工業の構成　　（平成19年）

事業所数 従業者数 製造品出荷額等
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工業統計調査（指定統計第１０号）

概　　　要 …　国及び公共企業体に属する事業所を除く「製造業」（日本標準産業
　分類の大分類Ｆ）に属する事業所を対象として、毎年、事業所数、従業
　者数、製造品出荷額、原材料使用額などを調査し、工業の実態を明ら
　かにするもの。
　　ただし、特定の年次においては、従業者数３人以下の事業所であっ
　て、特定業種に該当しない事業所を調査の対象から除外している。

１．調査期日　　各年１２月３１日現在

２．製造業　　　　製造業とは、下記の①及び②の両方の条件を備えている事業所を
　　　　　　　　　　いいます。

　　　①　主として新製品の製造加工を行う事業所

　　　　　　新製品とは必ずしも完成品だけを意味するものではありません。
　　　　　　例えば、鋳放しのままの機械部品なども含まれます。

　　　②　製造加工した新製品を主として卸売する事業所

　　　　　　この調査でいう卸売とは、次の業務をいいます。

　　　　　ア．卸売業者又は小売業者に販売すること。
　　　　　イ．産業用使用者（工場、鉱山、建設業者、法人組織の農林水産
　　　　　　　業者、各種会社、官公庁、学校、病院、ホテルなど）に大量又
　　　　　　　は多額に製品を販売すること。
　　　　　ウ．業務用に主として使用される商品を販売すること。
　　　　　　　　「業務用に主として使用される商品」とは、事務用機械及び
　　　　　　　家具、病院、美容院、レストラン、ホテルなどの設備、産業用
　　　　　　　機械（農業用器具を除く）、建設材料（木材、セメント、板ガラス
　　　　　　　かわらなど）をいいます。
　　　　　エ．同じ企業に属する他の事業所（同じ会社の他の工場、販売所
　　　　　　　など）に製品を引き渡すこと。

３．所管省庁　　　　経済産業省



６．商　　　　　　業

商店数の産業別構成　　（平成19年）

卸売業 ６３３店 小売業 １，５２９店
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　　商業統計調査　（指定統計第２３号）

概　　　要 …　昭和２７年以降２年ごと（昭和５１年から平成９年までは３年ごと、平

　成９年以降は５年ごと）に実施されていて、国及び公共企業体に属する

　事業所を除くすべての卸売業、小売業、飲食店を対象として事業所数、

　従業者数、年間商品販売額等を調査し、それら商店を業種別、規模別

　などに区分し、商店の分布状況、販売活動など、商業の実態を明らか

　にするもの。

１．調査期日　　　　　　平成19年6月1日

２．商店の定義 商店とは、原則として一定の場所を持ち商品を購入して販売

（製造小売業を含む）する事業所。

３．卸売業 一般に次のように呼ばれている事業所。

卸売店、問屋、商社、商事会社（卸売を主とする）、買継商、仲

買人、農産物集荷業、鉱工業会社の販売事業所、貿易商、代

理商、仲立業など。

４．小売業 主として、個人用又は家庭用消費のために商品を販売する事業

所。

　ただし、次の事業所は小売業となる。

（１）商品を販売し、かつ同種の修理を行う事業所。

（２）製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売

　　　する事業所（製造小売業）

（３）ガソリンステーション

５．所管省庁 経済産業省



７．金　　　　　　　　　融

　　預金・貸出金残高
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８．教　　　　　　育

園児・児童・生徒数の推移
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９．市民経済計算及び物価

１０大費目指数（総合）の推移  ＜平成７年＝１００％＞

*　この調査は、北海道独自調査として平成13年まで帯広市も含まれていたが、その後調査中止となった。
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10. 運　　輸・通　　信

自動車保有台数の割合・推移
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１１．住宅・道路及び公園

市道舗装状況
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１２．電気・ガス・上下水道

水洗化普及状況
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１３．保健衛生及び公害

　　　河川汚濁度（ＢＯＤ測定結果）
 （平成19年度）
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１４．　　職業及び労働

中高年齢者の職業紹介状況 

新規求職者状況

12,896 12,921
13,460 13,550 13,325

6,1795,835
5,3515,496

6,341
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16,000

平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

（人）

４５歳未満

４５歳以上

就職状況

3,567 3,756
3,602 3,678

3,509

1,045 1,173
1,066 1,023 1,027

0
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（人）

４５歳未満

４５歳以上



１５．社会福祉

被保護人員と年間扶助額

被保護人員

41,238

42,438

37,779

39,783

44,817

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

（人）

一人当たり年間扶助額

1,727,881

1,634,008

1,751,538

1,716,412

1,745,869

1,560,000

1,580,000

1,600,000

1,620,000

1,640,000

1,660,000

1,680,000

1,700,000

1,720,000

1,740,000

1,760,000

1,780,000

平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

（円）

年間扶助額

6,103,021

5,513,841

5,689,906

5,938,726

6,175,139

5,000,000

5,200,000

5,400,000

5,600,000

5,800,000

6,000,000

6,200,000

6,400,000

平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年

（千円）



１６．財　　　　　　　政

　平成２０年度 一般会計当初予算額

歳出総額
75,185,000千円

土木費
11.5%

教育費
7.0%

公債費
15.1%

職員費
15.8%

衛生費
3.8%

民生費
26.2%

商工費
9.9%

消防費
0.3%

農林水産業費
3.5%

労働費
0.1%

諸支出金
3.1%

予備費
0.1%

総務費
3.1%

議会費
0.4%

歳入総額
75,185,000千円

自動車取得税交付金　0.4%

交通安全対策特別　0.1%

分担金及び負担金　1.1%

使用料及び手数料
3.0%

ゴルフ場利用交付金
0.0%

利子割交付金　0.1%

配当割交付金　0.0%

株式等譲渡所得割　0.0%

国有提供施設等　0.1%
地方消費税交付金

2.6%

地方特例交付金　0.8%

地方譲与税　3.2%

道支出金
3.9%

国庫支出金
13.2%

地方交付税
18.4%

諸収入
14.5% 市債

9.8%

市税
29.8%

繰入金　0.5%

繰越金　0.0%

寄附金　0.0%

財産収入　0.7%

他
14.3%



１７．議会・行政及び選挙

帯広市長選挙投票率

投票率

68.9866.99
65.20

67.71

58.71

53.75

67.05 69.97

59.92

53.71
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１８．　司　　　　　法

家事調停事件処理状況 （離婚）

（件）

170

153
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140

162

135
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201

222

195

183

154

187

157

160

0 50 100 150 200 250

平成3年

平成4年

平成5年

平成6年

平成7年

平成8年

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年



１９．保安及び災害

月別交通事故発生件数 (平成20年）

77

62

56

68

52

40

40

40

54

42
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59
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２０．　　　　そ　　の　　他


	
	帯広の位置

	
	２．人口

	
	3．事業所グラフ

	
	４．農業グラフ

	
	６．商業統計

	
	7.金融

	
	生徒数の推移グラフ

	
	消費者物価の推移

	
	自動車保有台数の推移

	
	市道舗装状況

	
	水洗化普及状況

	
	河川汚濁度

	
	中高年齢者の職業紹介状況及び就職状況

	
	生活保護者数

	
	一般会計予算

	
	各種選挙投票率

	
	家事調停事件処理状況

	
	月別交通事故発生状況

	
	その他


